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平成 21 年 4 月 6 日 

財団法人 財務会計基準機構 

 企業会計基準委員会 御中 

                                                             企業年金連絡協議会 

 

    「退職給付会計の見直しに関する論点の整理」に対する意見について 

 

 

 平成 21 年 1 月 22 日に公表され、コメント募集が行われている「退職給付会計の見直し

に関する論点の整理」について、下記の通り意見を提出します。 

 

記 

 

1．意見 

 (1) 全体として、国際的な会計基準の議論の動向、退職給付の債務及び費用の測定方法

の抜本見直しなどその定義・考え方再検討の進捗状況や、世界同時不況の様相にある

厳しい実体経済を踏まえた対応なども視野に入れ、拙速な議論・結果とならないよう

慎重に見直し作業を行っていただきたい。  

 

 (2) 論点４－２ 「重要性基準と回廊アプローチ」 

   前回の「割引率の取扱い」の改正時の際の意見として、期末一時点での市場金利の

振れ如何で重要性基準と回廊アプローチでは費用認識すべき金額が大きく異なる可能

性があると指摘し、回廊アプローチを採用する欧米企業との間の会計上の比較可能性

が大きく損なわれることを危惧した。今回の見直しでは、回廊アプローチを将来廃止

する議論があるものの欧米で現行も採用されている以上は、短期間の導入となるかも

しれないが、欧米企業との会計上の比較可能性や厳しい実体経済の状況などから採用

も検討すべきである。 

 

 (3)「厚生年金基金に係る交付金の会計処理に関する当面の取扱い」での見直し 

   平成 18年度に実施されたが、当面の取扱いとして、交付金を退職給付費用から控除

するという利益要因とされたのみで代行部分の債務評価は従来通りのままであった。 

厚生年金保険法の前回改正により「代行部分に関する財政の中立化」が実現された

以上は、代行部分について最低責任準備金を上回る負担を求められることはなく、厚

生年金基金設立企業にとり最低責任準備金相当額が法定の債務額となっており、退職

給付債務金額も同様にすべきである。さらに議論を進め、国の社会保険制度の一部と

して代行部分全てを切り離し退職給付会計の対象外とすることも検討すべきである。 

 

                                以 上 


